
廃止措置と放射性廃棄物処理・処分の状況

日本原子力研究開発機構

平成21年3月31日
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むつ事業所
廃止措置中
・むつ地区燃料・廃棄物取扱棟
（H18.10.20認可）

東海研究開発センター
廃止措置終了
・ 研究炉１（JRR-１）
・水均質臨界実験装置
・動力試験炉
・セラミック特別研究棟
・プルトニウム研究2棟

廃止措置中
・研究炉２（JRR-２） （H18.11.６認可）
・高温ガス炉臨界実験装置（VHTRC） （同上）
・ホットラボ施設（照射後試験施設）
・再処理特別研究棟
・冶金特別研究棟
・高性能トカマク開発試験装置（JFT-2M)

廃止措置準備中
・液体処理場
・圧縮処理装置
・同位体分離研究施設
・再処理試験室
・プルトニウム研究１棟
・保障措置技術開発試験室施設（SGL）
・ウラン濃縮研究棟
・プルトニウム燃料第2開発室
・東海地区ウラン濃縮施設

大洗
廃止措置中
・重水臨界実験装置（DCA）
（H18.10.20認可）

原子炉廃止措置研究開発センター
廃止措置中（H20.2.12認可）
・新型転換炉「ふげん」

人形峠環境技術センター
廃止措置準備中
・製錬転換施設
・濃縮工学施設
・ウラン濃縮原型プラント

1.廃止措置等の状況
(1)主要施設の廃止措置状況について(1/2)
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● 原子力科学研究所

比較的小規模の施設を対象にした解体撤去計画。

再処理特別研究棟やホットラボ等の核燃料使用施設の廃止

措置。

JRR-3改造時に発生したコンクリートガラのクリアランス。

JRR-2の安全貯蔵が進行。

● 原子炉廃止措置研究開発センター（新型転換炉ふげん）

廃止措置作業の実施。

炉心構造物を水中で解体するための技術開発。

安全評価に必要なデータの取得。

廃棄物低減等に必要となる既存技術の改良

● 人形峠環境技術センター

廃止措置作業の実施。

製錬転換施設について劣化ウラン・沈殿物等の安定化技術

及び解体技術の開発。

ウラン濃縮施設について遠心機の除染・処理技術の開発。

● むつ事業所（原子力船むつ）

廃止措置中。

原子炉本体は展示施設にて管理。

むつの解役作業で発生した廃棄物を保管。

原子炉本体は平成27年以降に撤去予定。

●平成３～４年：実験航海
●平成４年 ： 解役工事開始

●平成７年：海洋科学技術センターに引き渡し。
●平成13年：使用済燃料を輸送。

●平成15年：運転終了
●平成18年 ：廃止措置計画の申請

●平成11年：製錬転換技術開発の終了
●平成13年 ：ウラン濃縮技術開発の終了

●JPDRなど廃止措置の経験を蓄積

●小規模施設の廃止措置が進行

1.廃止措置等の状況
(1)主要施設の廃止措置状況について(2/2)
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1.廃止措置等の状況
(2)ふげんの廃止措置計画

H20年2月12日認可

使用済み燃料搬出期間
原子炉周辺設備
解体撤去期間

原子炉本体解体撤去期間
建屋
解体期間

H25年度頃 H30年度頃 H39年度頃 H40年度

課題 原子炉本体（狭あい部）の解体 ⇒ 炉心部の構造や材料・寸法を考慮して適切な工法を検討

5

タービン建屋 原子炉建屋

タービン設備

原子炉冷却設備

重水・ヘリウム系設備

タービン建屋 原子炉建屋

タービン設備

タービン建屋 原子炉建屋

タービン建屋 原子炉建屋

廃棄物処理設備

換気設備

放射線管理設備

使用終了後に解体撤去

原子炉本体領域

今中期計画期間中に解体撤去を予定している施設 廃止措置が進行している施設

① VHTRC &同位体分離研究施設
② 冶金特別研究棟
③セラミック特別研究棟
④ 再処理試験室
⑤プルトニウム研究２棟

① ② ③

④ ⑤

a. JRR-2
b. ホットラボ
c. 再処理特別研究棟

管理区域解除のための測定

a b c

中期計画期間中に作業を進める施設の工程（予定）

燃料移送

施設名 H17 H18 H19 H20 H21

VHTRC 更地化

同位体分離研究施設
更地化

冶金特別研究棟
更地化

再処理試験室
更地化

プルトニウム研究2棟 更地化

セラミック特別研究棟
更地化

VEGA 装置撤去

JFT-2M
管理区域解除

小規模6施設の解体撤去に向けた作業の進行。

ホットラボ等の廃止措置作業の継続。

1.廃止措置等の状況
(3)原子力科学研究所における主要施設の廃止措置状況
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測定の結果クリアランスレベル
以下とされた廃棄物

難燃物

再利用又は処分

トレンチ処分

コンクリート
ピット処分

余裕深度処分

地層処分

低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
（
固
体
）

金
属
類

フィルタ等

コンクリート等

除 染 溶融等

分 別

焼却等可燃物

不燃物

廃
棄
体
製
作
（コ
ン
ク
リ
ー
ト
充
填
な
ど
）焼却灰

廃棄物の圧縮処理 廃液処理 ドラム缶の貯蔵 極低レベル廃棄物の処分施設高減容処理施設

1.廃止措置等の状況
(4)放射性廃棄物処理処分の基本的流れ
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1.廃止措置等の状況

(5)クリアランスの状況

原子力の利用に伴い発生する廃棄物の再使用、再生利用や処理処分を
安全かつ合理的に行い、わが国における循環型社会の形成に寄与する。

拠点・施設名 対象物 ～H21 H22～H26 H27～H31 備  考 

東
海

原
科

研
 

JRR-3 
コンクリート 
（約 4050 ﾄﾝ） 

            

敦
賀

 

ふげん 
鋼材 

（約 4000 ﾄﾝ） 
 

            

人
形

峠
 

人形 

鋼材 
（約 12500 ﾄﾝ） 
アルミニウム 
（約 1500 ﾄﾝ） 

           ・原子力安全委員会にてウラン・TRU クリ
アランスレベル等について審議中 

東
海

核
サ

研
 

再処理施設 

MOX 燃料施設 
鋼材 

           ・原子力安全委員会にて TRU のクリアラン
スレベル等についての審議中。 

・使用履歴等から汚染していないことが明
らかにできないものについてはクリアラ
ンスを検討中。 

*その他の事業所等は順次検討を進めていく。 
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原子力科学研究所の「JRR-3」の改造工事に伴って発生し、

現在、保管廃棄施設に保管している放射能レベルの非常に

低いコンクリート破片のクリアランスを行う。

＊コンクリートを原子力科学研究所内の駐車場整備のた

めの路盤材等として再生利用

放射能濃度確認対象物の種類と特徴クリアランス全体計画

●発生施設 JRR-3原子炉施設（旧JRR-3）
（昭和60年度から平成元年度にかけて改造工事を実施)

●材 質 コンクリート破片

●形 状 破砕片（コンクリートがら）、ブロック状

●物 量 約４，０００トン

●保管施設 現在、所内の保管廃棄施設ピット内保管

●特 徴 ・3Ｈ（重水の放射化により生成）

・60Co（腐食生生物の代表）

・137Cs(核分裂生成物の代表）

・152Eu（コンクリートの放射化により生成する核種の代表）

●申請 平成19年11月8日
●一部補正申請 平成20年５月２２日

●認可 平成20年7月２５日

【H20年7月25日～認可後ハード面の整備

【H21年4月～実作業開始】

【 H21年9月～ 第1回目 国へ認可申請 】

→国による確認後、ピット毎に順次確認申請を行う。

→確認を受けたものから順次資源化処理（粒度調整
などの処置）を行い、再利用を進める。

→全12ピットの確認申請を順次行う

→平成25年5月（第12回申請）終了予定。

クリアランス経緯と予定

(保管廃棄施設) 上空より

(コンクリートがらの保管状況)
(コンクリートブロックの保管状況)

1.廃止措置等の状況
(6) JRR-3コンクリートのクリアランス
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研究施設等廃棄物の処分事業者、処分場が存在せず、廃棄物が累積

○ 原子力は、発電以外にも研究開発、
医療、産業等の幅広い分野で活用

研究用原子炉

核燃料試験研究

工業製品の測定

病院でのがん診断

○ 約2,400の多様な事業所から
放射性廃棄物が発生。（ゴム
手袋、紙タオル、金属、解体
コンクリート等）

研究機関 約350事業所、国･
公･私立大学：約470事業所
医療機関：約1,260事業所、民
間企業 ：約320事業所

研究施設等での廃棄物

早急な処分体制の整備が必要

【現在の廃棄物保管量】
○ 昭和20年代から発生･累積し

ている廃棄物量:約55万本
○ このうち原子力機構：約35万

本（いずれも200ℓﾄﾞﾗﾑ缶換算値）

【各事業者の状況】
○近い将来､廃棄物量が保管能

力を超え､新たな研究・開発に支障
○過去の廃棄物のみ管理
○老朽化施設の解体が困難

廃棄物の保管状況

処分場がないた
めに老朽化施設
の解体が困難

廃棄物発生者の
ほとんどが小規
模事業者であり､
処分事業を行う
事業者はこれま
でなかった。

○ ＲＩ・研究所等廃棄物作業部会報告 (平成18年9月)

・廃棄物発生量が最も多く、技術的能力の高い (独)日本原子力研究開発機構が埋設事業を実施する。

・国はＲＩ・研究所等廃棄物の処分に係わる関連法令の整備を図る。

研究施設等廃棄物処分の法制化

機構は昨年9月1日施行された改正機構法により、機構が保有する放射性廃棄物及び他研究機関や医療

機関等（約2400事業所）から委託を受けた放射性廃棄物の埋設処分を担うこととなった。

機構は、埋設処分業務の実施に関する計画（実施計画）を作成し、国の認可を得て埋設事業を開始する予定。

これを受け、国が昨年12月25日に基本方針を策定した。

2.研究施設等廃棄物埋設の取組状況について (1)全体概要

埋設処分は、平成30年頃の開始を目標
10



埋設事業費用の内訳（見込み）

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ピ
ッ
ト
処
分
費
用

トレンチ処分費用

総事業費用
約2000億円

原
子
力
機
構

他

他

原
子
力機

構

発生者区分：
原子力機構、その他

費用割合
原子力機構 ：約1700億円
その他 ：約 300億円

左記物量に基づき
想定される総事業費用

約2000億円

発生者区分：
原子力機構、その他

物量割合
原子力機構 ：約43万本
その他 ：約10万本

埋設処分物量（見込み）

平成60年度末までに
想定される埋設処分物量

約53万本（200ℓドラム缶）

（平成19年12月末現在、文部科学省調査）

廃棄体総量
約53（万本）

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ピ
ッ
ト
処
分

原
子
力
機
構

原
子
力
機
構

ト
レ
ン
チ
処
分

他

他

（200ℓドラム缶）

埋設施設のイメージ

0年目 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目
地元合意

設計
建設
設計
建設

用地取得

許認可 事業許可申請・許認可

建設・設備工事

建設・設備工事
埋設処分施設

現地調査（ボーリング調査等）
基本設計

基本設計・安全評価

環境調査
建家・設備施工設計

施設施工設計

項　　　目

共通施設

処分地決定及び用地取得
立地活動

初期建設
期間

約8年

埋設処分 操業期間

（年平均約1万本の廃棄物を埋設処分）
約50年

最終
覆土

約3年

段階管理期間

約300年

埋設事業基本スケジュール

2.研究施設等廃棄物埋設の取組状況について
(2)埋設処分の対象とする廃棄物量と事業費用
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自らの原子力施設の廃止措置及び放射性廃棄物の処理・処分については、原子力施設の設置者及び放射性廃
棄物の発生者としての責任において安全確保を大前提に、計画的かつ効率的に進めていく。この際、安全確保は
もちろんのこと、コスト低減が重要であるから、合理的な廃止措置や放射性廃棄物の処理・処分に必要な技術開発
を実施する。

廃溶媒分解技術
超臨界二酸化炭素除染技術
放射性廃棄物管理システム

処分システムの安全評価手法
処分場最適設計等に係るデータ収集・評

価
放射能測定の簡易・迅速化技術

ふげん： 炉心解体技術、トリチウム除去等
人形峠： 遠心機解体、ウラン除染等
原科研： 大型タンク解体、TRU除染等

廃止措置エンジニアリングシステム
クリアランス検認評価システム

クリアランス

コンクリート
ピット型処分

原
子
力
施
設
の
運
転

解
体
・廃
止
措
置

クリアランスレベル
以下の廃棄物

不燃物

難燃物

可燃物

液体

処理

廃
棄
体
の
製
作

貯
蔵
施
設
に
保
管

トレンチ型処
分

余裕深度
処分

地層処分

低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
発
生

検認

分別

焼却

濃縮

圧縮

今後の予定現状

原子力施設の廃止措
置に係る技術開発

放射性廃棄物の処
理に係る技術開発

放射性廃棄物の処
分に係る技術開発

3.技術開発の状況

(1)バックエンド対策に係る技術開発(1/2)
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その他その他その他

原子炉廃止措置
研究開発セン
ター（ふげん）

人形峠環境技
術センター

東海研究開発
センター水ジェット切断

工法

クリアランスレベル検認評価システム

・汚染情報などの評価システムを構築
し、クリアランス検認のクリアランス検認の実施を支援

廃止措置エンジニアリングシステム

・施設情報などの支援システムを構築
し、コスト評価を行う。コスト評価を行う。 将来の大型原子力施設の

効率的な廃止措置に向け、

経験の蓄積、適用技術の

評価

他の拠点

トリチウム
除去装置

系統除染
クリアランス
測定装置

解体工法
の検証

バックエンド推進部門

拠点では、施設に固有な課題に係る技
術開発を実施。

バックエンド推進部門では、拠点に共通
する課題に係る技術開発を実施。

国内外における廃止措置プロジェクト・規制等の情報

・廃棄物情報管理システム技術開発

・処分評価対象となる重要核種の簡易・
迅速分析法の開発

廃棄物処理処分技術開発

・硝酸塩分解に係る触媒還元技術開発

・超寿命核種（ヨウ素）の固定化技術開発

3.技術開発の状況

(1)バックエンド対策に係る技術開発(2/2)
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水中での切断に
適用可能な工法

二次的廃棄物が少なく、
切断速度が大きい工法

有望と考えられる切断工法について、
炉心部の構造や材料・寸法を考慮して

適用性を検討

二重管の同時切断結果

（Ｚｒ合金鋼）

ｱﾌﾞﾚｲｼﾌﾞｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄ(AWJ)による試験例

二重管と切断ノズル

（二重管内側から切断）

「ふげん」の原子炉構造

放射能レベル

高

低

極低

外側管
(カランドリア管)

内側管
(圧力管)

圧力管(224体)
(Zr-Nb)

カランドリア管(224体)
(Zry-2)

切断ノズル
挿入

3.技術開発の状況

(2)ふげん原子炉本体解体技術



水超音波洗浄or水
ｼﾞｪｯﾄ洗浄

5wt%硫酸超音

波除染

  

検出器

データ処理系

部品駆動部

検出器

データ処理系

部品駆動部

ＺｎＳシンチレータ

プラスチックシンチ
レータ

内臓

外観写真

混合
CT(IF5+UF6)

IF7CT

ＩＦ7

排気系へ

metal

UF

UF

metal

UF

UF

IF7

IF7

metal

IF5

IF5

UF6

UF6

未反応IF7循環流

F2

反
応
槽

IF5IF5分離回収

クリアランス測定装置例七フッ化ヨウ素ガス（IF7）による系統除染

概略図及び測定例

対象物

検出器

希硫酸による湿式除染

3.技術開発の状況

(3)遠心分離機の系統除染とクリアランス測定

15

化学分離の簡易・迅速化
分離操作自動化

質量分析
(ICP-MS)

溶融固化体試料 粉砕

マイクロ波加熱酸分解

分液

ﾚｰｻﾞｰ共鳴
ｲｵﾝ化質量

分析

アルカリ溶融

分液

固相抽出
固相抽出

γ線計測
（多重γ線測定）

マイクロ波加熱酸分解 組成分析(ICP-AES,etc)

回収率補正用
ﾄﾚｰｻｰ添加

Se

14C

分離
精製

Pu
Am
CmTh UCa

α線計測
(Si半導体検出器)

NiTcl

79Se

C
Cl

60Co 94Nb 108mAg 
133Ba137Cs

152,154Eu 166mHo

Np

36Cl 41Ca

固相抽出

Sr

固相抽出

固相抽出

分離
精製

90Sr99Tc63Ni
129l

232Th 238U

237Np 241,242m,243Am

238,239,240,242Pu

244Cm

β線ｽﾍﾟ
ｸﾄﾛﾒﾄﾘ

反応ｾﾙ型
質量分析

低ﾊﾞｯｸ
β線ｶｳﾝﾀ

液体ｼﾝﾁ
ﾚｰｼｮﾝｶｳﾝﾀ

化学分離の簡易・迅速化

測定法の簡易・迅速化

分離
精製

測定法の簡易・迅速化

化学分離の簡易・迅速化
分離操作自動化

質量分析
(ICP-MS)

溶融固化体試料 粉砕

マイクロ波加熱酸分解

分液

ﾚｰｻﾞｰ共鳴
ｲｵﾝ化質量

分析

アルカリ溶融

分液

固相抽出
固相抽出

γ線計測
（多重γ線測定）

マイクロ波加熱酸分解 組成分析(ICP-AES,etc)

回収率補正用
ﾄﾚｰｻｰ添加

Se

14C

分離
精製

Pu
Am
CmTh UCa

α線計測
(Si半導体検出器)

NiTcl

79Se

C
Cl

60Co 94Nb 108mAg 
133Ba137Cs

152,154Eu 166mHo

Np

36Cl 41Ca

固相抽出

Sr

固相抽出

固相抽出

分離
精製

90Sr99Tc63Ni
129l

232Th 238U

237Np 241,242m,243Am

238,239,240,242Pu

244Cm

β線ｽﾍﾟ
ｸﾄﾛﾒﾄﾘ

反応ｾﾙ型
質量分析

低ﾊﾞｯｸ
β線ｶｳﾝﾀ

液体ｼﾝﾁ
ﾚｰｼｮﾝｶｳﾝﾀ

化学分離の簡易・迅速化

測定法の簡易・迅速化

分離
精製

測定法の簡易・迅速化

溶融固化体に関する簡易・迅
速な放射能評価手法の概要

バックグラウンドを低減するために複数
の検出器を組み合わせた多重γ線測

定装置

3.技術開発の状況

(4)放射能測定の簡易・迅速化技術の開発

16



管理データ評価プログラム（COSMARD-ν）
機器重量と作業人工数との相関式(評価式)等及び解

体シナリオに基づき、作業人工数、廃棄物発生量等を評
価する

被ばく評価プログラム
切断作業に伴い機器から飛散する放射性物質の環境

放出までの移行モデルに基づき、周辺公衆の被ばく線
量を評価する。また、従事者の被ばく線量を評価する

残存放射能インベントリ評価プログラム
運転履歴情報、対象物（コンクリート等）組成データ等

に基づき、中性子束及び放射化の計算を行い、放射化
による残存放射能量を評価する。

簡易費用評価プログラム
旧原研と旧JNCの実績データに基づく簡易な評価式を

用いて、廃止措置費用を簡易的かつ迅速に評価する。

物量データや作業人工数
等に基づく詳細な廃止措置
計画の検討･策定に役立つ

安全評価に必要な廃止
措置時の被ばく線量の評
価に役立つ

クリアランス対象物を含む
放射性廃棄物のレベル区
分を行うための物量データ
の評価に役立つ

中長期にわたる多数の施
設の概略的な廃止措置
計画(長期資金計画)の検

討に役立つ

・解体シナリオ

・物量データ（機器重量、建屋除染面積 等）

・機器汚染データ、空間線量率

・放射能インベントリ、構造物･機器の物量データ

・解体シナリオ、切断工法、空間線量率

・気象データ

・原子炉の運転履歴情報

・機器･構造物の幾何学的配置

・材料組成

・設備･機器の重量、建屋･構造物の重量

・建屋除染の面積、確認測定の面積

・廃棄物容器の使用量

入力
評価システム

廃止措置エンジニアリングＤＢ

・施設特性DB（物量データ、実績データ）

・廃止措置関連情報DB（プロジェクト情報、

技術情報）

・文献情報DB

廃止措置に係る国内外
の情報は、廃止措置計画
検討の参考情報として役
立つ

廃止措置エンジニアリングシステム

入力画面と計算結果

入力画面

計算結果

3.技術開発の状況

(5)廃止措置エンジニアリングシステムの概要
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